
令和８年度宮城県農業行政の重点方針 

 

「共創力強化」 

～多様な人材が豊かな未来をつくる みやぎの食と農～ 

 

 

 

Ⅰ 現状と課題 

社会情勢が急速に変化する中、国においては、昨年、令和１１年度までの５年間を

計画期間とする新たな「食料・農業・農村基本計画」を策定し、農業の構造転換を集

中的に推し進めることとしており、国内の農業行政は大きな転換点を迎えています。 

本県では、東日本大震災からの創造的な復興により、農地の大区画化・汎用化が進

み、大規模土地利用型農業や先進的施設園芸に取り組む法人が増加するとともに、ス

マート農業の普及拡大による農作業の効率化・高度化も進んでいます。また、気候変

動に適応した品種や栽培技術の導入に向けた取組や、農業者等による環境負荷低減活

動も着実に広がりをみせています。 

一方で、人口減少と高齢化は、かつてないほどのスピードで進行しており、食の市

場規模の縮小や消費形態の変化、農業従事者の減少、農村地域における地域コミュニ

ティの更なる衰退などの様々な問題が懸念されています。また、夏季の記録的な高温

や渇水による農作物への影響、頻発化・激甚化する自然災害、深刻な影響を及ぼす野

生鳥獣被害や、近年全国的に発生が相次ぐ特定家畜伝染病に加え、飼料・資材価格の

高止まりなど、これら増大する食料安全保障上のリスクへの対応もより一層必要に

なっています。 

 

Ⅱ 基本方向  

本県の食、農業、農村における様々な課題の解決に向け、県では令和８年３月に「第

３期みやぎ食と農の県民条例基本計画」（令和３年度～１２年度）の見直しを実施して

おり、本基本計画で掲げる「豊かな食」、「儲ける農業」、「活力ある農村」の実現のた

め、以下の取組を重点的に推進していきます。 

食については、「みやぎ農産の日」制定による地産地消の更なる推進に加え、社会環

境や消費形態の変化を捉えた食品製造事業者の商品開発力等の強化や商品に応じた販

路開拓を支援することで、県産食品の販売力強化に取り組みます。 

農業については、新規就農者をはじめとした多様な人材の確保・育成を進め、地域

計画の実現に向けて、地域や担い手の抱える課題解決を支援します。また、農地の大

区画化による担い手への集積・集約化やスマート農業の導入支援のほか、共同利用施

設の再編集約・合理化を推進するとともに、需要に応じたみやぎ米の生産や市場ニー

ズの高い園芸作物等の作付推進、優良な種雄牛や種雄豚の造成等を通じて、生産性や

販売力・収益性の向上を図ります。 
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さらに、高温に強い水稲品種の開発やバニラビーンズなど新たな園芸作物の導入可

能性調査等による気候変動への対応や、環境負荷低減に関する技術開発・普及などに

より持続可能な農業の実現に取り組みます。 

農村については、地域資源を活用した持続可能な農泊ビジネスの仕組みづくりや、

野生鳥獣害防止対策などを進め、農村の維持・活性化を図ります。また、近年、頻発

化・激甚化する自然災害への備えとして、田んぼダムの普及や防災重点農業用ため池

の整備、農業生産基盤の適切な保全管理を推進し、地域防災力の強化に取り組みます。 

これらの取組を進めるに当たり、農業者、食に関する事業者、消費者など、食料シ

ステムを構成する全ての関係者が共に連携・協働することで「共創力」を強化し、豊

かな食と農の未来の構築を目指します。 
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Ⅲ 重点施策 

 

基本項目１ 時代のニーズに対応した県産食品の安定供給（豊かな食） 

 

消費者のみやぎの食と農に対する理解を深める取組や、市場ニーズの変化に対

応した新たな販売方法の構築、産地から実需者までが有機的に連携し付加価値を

向上させるバリューチェーンの構築などにより、みやぎの食材の利用拡大を図り

ます。また、生産工程でのリスク管理を強化し、安全・安心な食料の安定供給を

図ります。 

 

（１）県民による豊かなみやぎの食と農への理解と地産地消の促進 

・体験を通じたみやぎの食と農に対する理解を促進するため、宮城の「食」の魅

力を伝える人材を小中学校等へ派遣するほか、高校生地産地消お弁当コンテス

トの開催、農山漁村体験などによる都市農村交流活動の取組を支援します。 

・みやぎの食材の利用促進のため、食材王国みやぎ地産地消推進店制度の普及拡

大や、飲食店や小売店における県産食材フェアの開催、販売会などに取り組み

ます。また、新たに「みやぎ農産の日」を制定し、食産業と連携した地産地消

を推進する効果的な県民運動を展開します。 

 

（２）市場ニーズの変化に対応する県産食品の販売力強化 

・みやぎの食材の付加価値向上と生産拡大のため、食品製造事業者のニーズを把

握するとともに県内産地とのマッチングを進め、県内産地・流通業者・国内外の

実需者等によるネットワークの構築、産地における実需者ニーズに対応するた

めの生産体制の整備などを支援します。 

・県産食材の消費拡大を図るため、みやぎ米やいちご、仙台牛などを中心とする

良質な食材の更なる認知度や付加価値を高め、トップブランド品の創出に取り

組むとともに、総合的なプロモーションを展開します。 

・各事業者の課題や状況に応じた専門家の助言・情報提供等により、社会環境や

消費形態の変化を捉えた商品開発と商談実践力の強化を支援します。 

・首都圏や関西圏などの主要都市のセレクトショップ等の店内に県産品アンテナ

コーナーを設置するほか、県内外での県産品物販催事の開催、ＯＭＯ方式を取

り入れた県産品販売コーナーや県産品アンテナサイト「宮城旬鮮探訪」の運営

による自社ＥＣへの誘客策などにより、商品に応じた販路の開拓を支援するこ

とで、県産食品の販売力強化に取り組みます。 

・食品製造事業者の経営改善のため、課題の洗い出しから事業の再構築に向けた

取組までの一連の過程をサポートするとともに、経営に携わる人材育成を支援

します。 

・みやぎの食材の価値の向上と生産拡大、多様化する消費者ニーズへの対応を図

るため、農業者、食品製造・加工業者、流通・販売業者の連携による課題解決

を促進し、新たなビジネスを創出する機会を提供します。 
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（３）県民への安全・安心な食料の安定供給 

・国際水準ＧＡＰの導入と認証取得を推進するため、農業者を対象とした現地指

導や指導員等の養成に取り組むとともに、農業高校等による農業教育機関の認

証取得を支援します。 

・自然災害など非常時における事業継続の体制強化を進めるため、農業者による

事業継続計画（ＢＣＰ）策定を支援するとともに、農業保険制度の周知と加入

を進めます。 

・安全・安心な畜産物を安定供給するため、特定家畜伝染病（豚熱・鳥インフル

エンザ等）への防疫体制の強化及び飼養衛生管理基準の遵守などの取組を進め

ます。 

・放射性物質の基準値を超過した県産農畜産物の市場流通を防止するため、効率

的な検査体制の下で、放射性物質検査を実施します。また、畜産物の生産段階

の安全を確保するため、粗飼料等の放射性物質検査を実施します。 

 

基本項目２ 次代の人材育成と革新技術の活用による戦略的な農業の展開（儲ける農業） 

 

意欲ある多様な農業人材の確保・育成に取り組むとともに、スマート農業の普及

や農地の大区画整備による集積・集約を進め、収益性の高い農業経営の拡大を図

ります。需要に応じた米の生産や、高度な環境制御技術を導入した先進的施設園

芸及び大規模露地園芸の振興、産地から実需者までのバリューチェーンの構築に

より、収益性の高い園芸生産を拡大します。 

 

 

（１）環境との調和に配慮した持続可能な農業の推進 

・持続可能な食料システムの構築に向けた、みどり認定農業者等による環境負荷

低減の取組拡大・定着のため、一元的なサポート体制を構築し、課題解決を支

援します。また、環境負荷低減や省力化に資する技術を活用したみやぎ米等の

栽培体系の確立と普及を推進するとともに、国によるオーガニックビレッジの

推進などの有機農業の取組を支援するほか、下水汚泥などの未利用資源の活用

を推進します。 

・地域内の有機物の有効活用を図るため、有機センターの製品堆肥の利用拡大と

利便性の向上を支援します。 

・農村地域の未利用資源の利活用促進と土地改良区等の維持管理費の負担軽減を

図るため、農業水利施設等における再生可能エネルギー施設の導入を推進しま

す。 

 

（２）みやぎの農業を支える多様な人材の確保・育成 

・農業の持続的発展を図るため、家族経営体や農業法人等の意欲ある農業経営者

に対し、経営課題に対応した専門家派遣や施設整備等の支援により、経営の安

定化・高度化及び円滑な経営継承を進めます。 

・次代の地域農業を担う人材を育成するため、相談から定着まで切れ目ない伴走

型支援や営農発展段階に応じた研修、資金制度の活用による新規就農者の技術
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力・経営力向上を図るとともに、農業大学校における農業の専門的知識・技術

の習得により即戦力となる人材の育成を進めます。 

・農業体験や本県農業の魅力発信を行い、新規就農者の増加を図ります。 

・女性がいきいきと働き続けられるよう、女性農業者の交流事業や資質向上への

支援などを進めます。 

・多様な農業人材を確保するため、企業の農業参入や農福連携の取組を支援しま

す。また、農業を支える担い手としても期待が高まっている外国人材等の就労

環境整備等を進めます。 

・持続性の高い畜産経営の実現を図るため、ヘルパー事業等を活用したゆとりあ

る働き方を推進します。 

・地域の中核となる畜産担い手人材を確保・育成するため、研修機関が実施する雇用

型研修の取組を支援します。 

 

（３）先進技術等を活用した農業生産の効率化と高度化 

・農業生産性の向上や省力化を図るため、県内７か所に設置したＲＴＫ基地局を

活用した自動操舵システム等による高精度な農作業など、ＩＣＴ等の先進技術

を活用したスマート農業の普及・拡大に向けた取組を推進します。 

・気候変動による農作物の生育障害や収量・品質の低下などのリスクに適応する

ため、高温に強い水稲品種の開発や園芸品目における新たな品目・品種・作型・

栽培方法の検討など、気候変動に適応した農業技術の開発と社会実装に取り組

みます。 

・農畜産物の生産性向上と高品質化を図るため、高収益作物の安定生産のための

栽培技術の開発のほか、時代のニーズに対応した優良品種の開発、農業者への

普及に取り組むとともに、牛の受精卵関連技術の活用や遺伝子解析技術の家畜

改良への応用等を進めます。 

 

（４）基盤整備と集積・集約化による農地利用の高度化 

・農業の生産性向上と競争力強化を図るため、農地中間管理事業の活用を促進し、

「地域計画」に掲げる担い手への農地の集積・集約化を加速します。 

・「地域計画」の実現を促進するため、地域や担い手の抱える課題の解決を支援

します。また、地域計画実現促進地区を設置し、専門家も交えた重点的な支援

を行います。 

・農業の競争力を高める生産基盤の整備に向けて、農地の大区画化を図るととも

に、野菜等の高収益作物の導入による収益性の向上を目指し、農地の汎用化を

進めます。 

・中山間地域等における農業生産の効率化を図るため、簡易な基盤整備事業等に

よる耕作条件の改善に取り組むとともに、地域の共同活動による保全管理活動

等により荒廃農地の解消に努め、優良農地を確保します。 

・カントリーエレベーター等の共同利用施設の再編集約・合理化への取組を支援

します。 
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（５）需要に応じた米生産と水田農業の収益力強化 

・県産米・麦・大豆の実需者ニーズに対応した生産拡大と付加価値向上を推進する

ため、県内の生産者・生産団体と食品製造事業者等との連携を促し、設備投資や

商品開発・販路拡大に対する支援を行います。 

・主力品種である「ひとめぼれ」をはじめ、「だて正夢」、「金のいぶき」、「ササニ

シキ」など、みやぎ米の需要に応じた生産に取り組むとともに、実需との事前

契約の取組を推進します。また、水田農業の収益力強化を図るため、収益性の

高い園芸作物への転換・定着を推進するとともに、機械化一貫体系やスマート

農業技術の導入支援、農地整備事業等での条件整備を進めることで、麦、大豆、

飼料作物、輸出用米等の生産拡大を図ります。 

 

（６）先進的大規模拠点を核とした園芸産地の確立 

・先進的施設園芸を拡大するため、設備の導入支援や技術の普及による高度環境

制御等のＤＸ技術の面的拡大を図るとともに、農業参入に関する相談対応や大

規模施設園芸立地奨励金による優遇措置など、企業が参入しやすい環境を整備

します。 

・大規模露地園芸を振興するため、機械化一貫体系やスマート農業技術の導入支

援、農地整備事業等による条件整備を図ることで、水田における露地園芸作物

の安定生産技術を確立します。 

・販売ロスの軽減や物流改善による収益力向上に向けて、園芸産地・流通業者・

実需者等が連携した生産・流通体制の整備等の取組を支援します。 

・いちごの国内外での需要拡大に対応可能な生産体制の構築を支援するほか、将

来の産地を担う人材の確保・育成を支援します。 

・2027年国際園芸博覧会の出展に向けて、本県の花き産地や関係機関とともに産

地ＰＲの企画立案や展示用花きの栽培試験等を支援します。 

 

（７）生産基盤の拡大による畜産の競争力強化 

・安価な輸入畜産物への競争力強化を図るため、畜産クラスター計画に位置付け

られた中心的な経営体が取り組む施設整備等を支援するとともに、酪農におけ

る牛群検定の普及定着化や指導力の強化及び能力の高い肉用繁殖雌牛の導入等

を支援し、畜産生産基盤の強化を進め、畜産物の安定供給を図ります。 

・競争力の強化を図るため、産肉能力等の高い優良種雄牛の造成等による優良肉

用子牛の生産拡大と生産性の向上を図ります。 

・消費者嗜好の多様化や、脂肪の量から質への転換に対応するため、「霜降りの細

かさ」や「脂肪の質」の改良による仙台牛の更なるブランド力向上を推進しま

す。 

・令和９年度に開催される第１３回全国和牛能力共進会北海道大会での上位入賞

に向け、出品候補牛のゲノミック評価や産子調査を実施し、能力に優れた出品

候補牛の確保を推進します。 

・中小規模の採卵養鶏・養豚経営体の持続的な発展に向け、生産現場での生産性

向上や効率化を図るとともに、消費者と農家を結び付け、地域密着型の生産消

費を促進します。 
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・飼料用トウモロコシや牧草などの県産飼料増産に向け、飼料生産組織等による

飼料生産拡大の支援、県奨励品種や飼料用稲専用品種の利用促進、温暖化に対

応した安定的な飼料作物栽培技術の実証及び普及を図ります。 

・近年の夏季高温条件に対応し、持続的な酪農生産基盤を維持するため、ドロー

ンによる屋根への遮熱塗料塗布等の乳牛舎における暑熱対策を支援します。 

・配合飼料価格の高騰により畜産経営が逼迫している畜産経営体に対し、経営継

続のための支援をします。 

・系統豚「しもふりレッド」の改良による生産体制やブランド力の強化を図ります。 

 

基本項目３ ひと・もの・ちえを総動員した持続可能な農村の構築（活力ある農村） 

 

農山漁村地域を支える人材や関係人口（ひと）の育成・拡大を図る取組と併せ

て、これらの人材が持続的に地域と関わりが持てるよう、地域資源（もの）を生か

した「なりわい」を創出（ちえ）し、雇用機会や所得の確保を図ります。また、野

生鳥獣被害防止対策、農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮や農村地域にお

いて安全で安心した生活ができるよう環境整備を図るとともに、流域治水、基幹

的農業水利施設の計画的な整備や機能保全対策等の推進により、農村地域におけ

る防災・減災対策等の取組を進めます。 

 

（１）関係人口と共に創る活力ある農村 

・農山漁村地域の関係人口拡大を図るため、企業や大学生などの多様な人材との

関わり創出や地域資源の活用、地域の合意形成を図るワークショップを通した

イベントや体験ツアーなどの多様な取組への支援により、地域のありたい姿の

実現を支援します。 

・農山漁村の維持・活性化のため、地域間のほか、都市部の企業や副業・兼業人

農山漁村地域間のほか、都市部企業人材等とのネットワーク形成、外部人材の

活用などにより、関係・交流人口の増加と地域資源を有効活用したなりわいの

創出を図るとともに、持続可能な農山漁村づくりを推進します。また、今後、

地方への来訪が見込まれるインバウンド需要の効果的な取り込みや、国内外に

向けたテーマ性のある魅力的な農山漁村体験ツアーなどの取組支援を通じ、持

続可能な農泊ビジネスの創出を推進します。 

・農泊実践者などに向けた研修会や交流会を通じて、都市農村交流活動の中心と

なる地域のコア人材の育成や、農泊地域の広域的な連携を促進し、農山漁村地

域の維持・活性化を図ります。 

・高齢化の進む中山間地域において、農地の保全や生活支援等を実施できるよう、

複数の農村集落の機能を補完する農村型地域運営組織（農村 RMO）の形成支援に

取り組みます。 

 

（２）地域資源を活用した多様ななりわいの創出 

・農山漁村における所得の増大や雇用機会の確保を図るため、専門家派遣やバイ

ヤー主導による商品開発、機械の整備等を支援し、農畜産物等の多様な地域資

源を活用した付加価値創出を推進します。 
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・農山漁村における地域資源を活用した新たなビジネス（なりわい）の創出を加

速化させるため、農林漁業者と多様な事業者との連携を推進します。 

 

（３）野生鳥獣による農作物被害対策の強化とジビエ利活用の拡大 

・効果的な鳥獣被害防止対策を推進するため、集落ぐるみで鳥獣被害対策を進め

る集落に対して、効果的な侵入防止柵の設置及び管理、集落の環境整備などを

行う体制づくりとともに、捕獲の省力化及び効率化に有効なＩＣＴ機器の導入

を支援します。また、市町村等が行うクマを寄せ付ける放任果樹の伐採等を支

援します。 

 

（４）地域資源の保全管理による営農・農村環境の維持 

・自然環境や良好な農村景観の保全、水源のかん養、洪水防止など、農業・農村

の有する多面的機能を維持・発揮させるため、農地や農業用施設等の保全管理

に対する地域の共同活動を支援するとともに、地域の活性化を図るため、人材

育成や地域資源の利活用など、農地や土地改良施設の利活用を基本とする地域

住民活動の多様な展開を促進します。 

 

（５）農業・農村の強靱化による地域防災力の強化 

・農業用ため池での水難事故を未然に防止するため、集落近傍や通学路に近接す

るなど、優先度が高いため池を中心に、救助ネットやネットフェンス等の安全

施設の設置を推進します。また、防災重点農業用ため池については、地震・豪

雨等の耐性評価の結果を踏まえ、市町村等の施設管理者と連携・調整し、必要

な防災工事を計画的に実施します。さらに、監視カメラ等の監視体制の整備や、

宮城県ため池サポートセンターによるため池の管理体制の強化を図ります。 

・洪水や浸水被害のリスクを緩和する「田んぼダム」について、県内市町村等で

構成する「宮城県田んぼダム実証コンソーシアム」を核とした普及活動を展開

するとともに、モデル地区における効果検証の実施等により、農家や関係者の

理解を得ながら、県内全域への普及拡大を推進します。また、農業用ダムや農

業用ため池について、豪雨時等における洪水調節機能を発揮するための保全管

理に取り組みます。 

・農業生産活動や地域排水を担う農業水利施設等の機能を安定的に発揮させるた

め、効果的な予防保全対策及び長寿命化対策などのストックマネジメントを進

めるとともに、老朽化が進んだ施設等の機能回復や施設更新などに取り組みま

す。 

・生活環境の改善や生産性の高い農業及び自然災害時の地域防災力の強靭化を図

る農道や農業集落排水など、農村地域の生産基盤や生活基盤の保全管理・整備

を支援します。 
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